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書評
一圏光彊著
イギリス社会保障論
?
原
?
(1) 
イギリスの現代の社会保障の紹介や多くの論文を書いてきた著者だけに，上記著書は，
いずれはと期待されたものであった。書名は『イギリス社会保障論」であるが，それはま
さに「現代イギリス社会保障論」といってよい。それは現在の視点のもとに，イギリスの
社会保障を広い視野で構成し直し，イギリス経済の斜陽化と進み行く人口の老齢化という
背景のなかで，社会保障がたどりつつある変遷をみ，その問題点を浮き彫りにするととも
に，将来をある程度見透し，同時にある程度は同じような方向をたどるかもしれない日本
の社会保障の問題を念頭に置き， 日本にひき合せてみることを怠っていない。その意味で
この分野でも最近進んできた比較論的考察をとり入れたものである。
内容は，イギリスでの社会保障という場合の所得保障だけではなく，保健サービスを含
んでいる。すなわち，その対象は SocialSecurityとMedicalCareである。のみなら
ず，社会保障の有効性などを考えるべく，老齢化の問題，賃金，失業，雇用政策，貧困の
問題との相互関連は常に留意されている。ことに，イギリスの場合，補足給付は単に極貧
者を扶養するばかりではなく，低年金の者，失業・疾病などの短期給付の不十分な部分を
補い，それにより，生活水準を国家水準にまで引き上げるという意味をもつ。そうしたこ
ともあって，可能なかぎり関連した社会サービスの問題を考慮しつつ，現代的視野のもと
に社会保障の費用や財政を前面に出して問題の考察を行っているが，それは常にイギリス
現代の社会保障の形成の根源となったベヴァリジ報告との関連においてみ，統計を分析し
て把握しようとしているところに特徴があるといえよう。そういう意味では新しい社会保
障論の体系化の試みといってよい。そしてそれに成功している。
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(2) 
本書の構成は以下のようになっている。
第1部社会保障の費用と財源
第1章社会サービスの体系とその費用
第2章所得保障費の増加とその要因
第3章医療保障費の増加とその要因
第4章社会保障の財源
第2部社会保障の問題
第5章所得保障制度の給付水準と貧困
第6章低賃金と所得保障制度
第7章失業者と所得保障制度
第8章老人と所得保障制度
第9章国民保健サービスの展開と計画化
まず，制度整備をおえた世界の主要国の例でもわかるように，費用の上昇とその財瀕政
策が大きな問題となっており，そうした面から第1部では，イギリスの特徴と問題を浮き
彫りにする。
イギリスでは戦後，社会保障が実施されたが，それだけではなく，教育改革，住宅の建
設，スラム対策など全体として改革が行われた。こうした国民生活に密接に関連するサー
ビスを総称して社会サービスと呼んでいるが，これらの社会サービス費は，対GNP比で
も，また一般政府経常支出にしめる割合でみても，急速に上昇したが，そのなかで所得保
障費の支出の増加が群を抜いていることを明らかにした上で，当初，所得保障政策におい
てある程度重要な部分をしめていた国民保険以外の給付は1965年までは減少の一途をたど
る（国民所得の1.8彩まで）が， 1965年以降になると国民扶助の補足給付への転換などの
結果，逆に国民保険以外のそれを補う諸給付は増加することとなった。それは私見では，
一般的な社会保障の趨勢と反面イギリス独特な問題を包含していると考えられる。これに
ついて著者は「国民保険の不足する部分をその他の給付制度の充実で積極的に補ってゆこ
うとする政策意図の現れであり，それまでを国民保険中心の時代と呼ぶとすれば， 1960年
代後半以降はその他の補完的給付が重視された時代と呼ぶことができるであろう。」 (17
頁）といっている。現象上はたしかにそうした方向をとった。しかし，単純に積極的にお
ぎなうと考えてよいものであろうか。
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ところで，国民保険費のうちで大きな伸びを示したのは年金関係費であった。そこで国
民保険全体が年金保険的性格を強めていることを強調する。そしてそれは固定的な社会的
弱者層を長期にわたって社会的に援助する傾向があらわれるにつれて， 「社会保険はます
ます年金保険の性格を強め，生産活動から排除された固定的な社会的弱者層の主要な生活
条件を維持するために，生産世代がその費用を負担する仕組みとしての特徴を強め」る
が，そうした性格は不断のインフレによって保険料の積立てが不可能になるにつれ強めら
れたとし，「そういう意味では年金保険における「保険』の考え方や，負担と給付の関係
を個々の世帯の生涯にかかわらしめようとするライフサイクル論的な説明は．社会的な扶
養の費用負担を自助原則の世界に引き寄せて人びとの協力を得やすくするための一種の便
法」であると。それゆえに「給付面の合理化を通じて保険原則はますます形骸化していく
に違いない」と。 (21-22頁）
以上のように著者の理解はきわめて明快である。そしてその多くはそれ自体事実であ
る。いわゆる社会連帯という考え方が浸透し個人的傾斜が一層弱められ，その意味で保険
原則が弱められ，ことに老齢者のための社会保障に関する「世代間契約」メカニズムヘの
移行のもとに世代間再分配が進行しそして社会扶助的な第3の範疇に属するものが増加す
ることも事実である。そして「保険原則の形骸化は全体としての所得保障にしめる国民保
険の地位低下にも反映している」と。もちろん，このことは第4章において，インフレが
進むなかでの財源調達の変化の過程，そして保険料負担が低所得層に大きくのしかかり生
活を圧迫する過程とあわせて詳細に述べられている。もともとイギリスは均一拠出・均一
給付の原則で出発するが，その際ベウアリジ案では大幅な国庫負担を予定していた。しか
し現実にはそうはならなかった。そして 1961年に年金に所得比例制がとり入れられて以
来， もともと提唱した労働党の考え方からはずれて，保険料収入の増収分を増大する当面
の定額年金支払いの財源に充当しようとする傾向になり，逆に国庫負担は漸次引き下げら
れ，年金水準は相対的に低位にとどまった。その結果，拠出と給付の別個的な関連づけは
崩壊したとする。たしかに様々なニードをみたすために他の保険以外のサービスの誕生は
必要であるが，イギリスで大幅な地位低下があったとしても，保険原則の形骸化と国民保
険ことに年金保険（保険をとってあえて年金といってよい）の地位低下と別であってよい
はずである。むしろ，地位低下は必ずしも年金政策が成功ではありえなかったということ
ど部分的に関連がないであろうか。同時にドイツその他の国の例をみるとイギリスの例を
一般化することはできない。このことは様々な要素がからんでおり，ことに均一原則と補
足給付の問題がつながってくる；
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所得保障費とともに重要なのが医療保障費の増加である。ところで，わが国のように医
療保険方式をとる国とサービス方式をとる国との間には大きな制度的相違がある。イギリ
スでは病院の国有化，家庭医・専門医の区別，家庭医の報酬の登録人頭割制を通じて，予
算が確定され易いものになっており，その供給量をもとに対処すべき医療ニードの選別が
行われている。そういうわけで，「医療従事者は， 全体として，実際の供給水準との関係
でニードの概念を査定しなおす傾向」があり，そうした意味で「膨大な待期リストの存在
にもかかわらず，病床数の削減に努めてきたこれまでの政策は，決して誤りではないであ
ろう」 (34頁）という。 もっとも，著者もいうように病院政策や医療政策がよかったかと
いうとそうでもなかったし，従事する内部の人からも不満がでていた。国民保健サービス
の予算は他の教育や住宅サービス費と比べて十分ではなく， 1975年頃は財政不足のため危
機的状態にあると考えられた。同時に問題の解決には1946年法の非常にゆるやかに連結さ
れただけの3本建ての管理構造（一般開業医，病院，地方保健活動）の弊害，地域住民；の
要求をうまく反映しない非民主的な運営方法の改善が必要であった。この問題は1973年
の国民保健サービス再組織法により大幅な前進がはかられた。そしてそれとともに，保健
医療の全体としての資源や予算が現状のままでもいかに住民のニードに適応して行くかが
問題となる。それはことに老齢化社会において必要性をまし， 「保健医療ニードをこれに
関連するさまざまな福祉ニードとの関係において捉えなおす必要性を高める」 (39頁）こ
ととなる。すなわち，プライマリ・ヘルス，あるいはコミュニティ・ヘルスの必要性への
認識，そして医療と福祉の統合の必要性の認識へと発展していく。そして日本の状態と
比較して，「供給サイドの計画化」は見習うべきであるとしている。限られた資源を有効
に利用して医療需要の背後にひそむ保健医療ニードヘの適切な対応とそのための医療内
容の適正化さらに診療報酬体系の大幅な改善（これについては必ずしもイギリスの方式が
妥当なものだとはいえない。世界の主要国の診療報酬支払い方式とそれを規定する要因等
の問題については，拙稿「医療保険等における診療報酬支払い方式と医療費抑制策 (I)
(II)」生命保険文化研究所『所報」 57号， 58号参照されたい）， さらにキュア (cure)か
らケア (care)へ方向転換をはかることが必要としている。けだし，当然であろう。しか
し，イギリスの制度が十分であるとか， うまくいっているとは必ずしもいえない。
(3) 
そこで以上の議論は背景に，第二部において社会保障の問題が具体的に論じられる。す
なわち，「所得保障制度の給付水準と貧困」「低賃金と所得保障制度」「失業者と所得保障
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制度」「老人と所得保障制度」そして最後に「国民保健サービスの展開と計画化」である。
そこで「給付水準と貧困」の基礎的な鏃論がまずなされる。よくイギリスの戦後の社会
保障はナショナル・ミニマムの保障を確立したと漠然と考えられている。ベヴアリジは不
十分ながらも考えたが， 1944年の白書も戦後の政府も事実上この問題から逃げてしまった
（このことについては拙著，『イギリス社会保障の史的研究1I」参照されたい）。国民保険
の給付水準はベヴアリジの水準を下回っていたb そして早くも1950年代から貧困論鏃が始
まり， 1960年代にはさらに広範に「貧困の再発見」が展開されるようになった。 1963年か
ら67年にかけて相当引きあげられたが，それでも家賃を除いたベヴアリジ水準の確保がや
っとであり，毎年の年金の賃金比でみた給付水準はむしろ低下する傾向すらある。•もっと
も1973年から国民保険給付には2種類の水準が設けられ短期給付に対して年金給付は優遇
されるようになり，最近，長期給付については家賃を除くラウントリー水準をやっと上回
るようになったが，格差の大きい家賃までを給付化するに至っていない。その結果，国民
保険給付以外に収入のない多くの人びとは実際の家賃程度に相当する収入不足分を補足給
付で補わざるをえなくなっている。家賃補助制度は一種のミーンズ・テストによる給付
（家賃補助額は借家人の所得が上がるにしたがって減少するように定められており）にな
っており， 「家賃補助制度は，年金受給者が補足給付に依存するのを十分に防いでいない
ばかりか，より多くの人ぴとを独自のミーンズ・テストの虜として取り込む結果になって
いる。」 (100頁）いずれにしても，ミーンズ・テストを伴う給付は人びとの収入を一定水
準に引き上げるもので，その意味で基底的であり，かつ直接的な手段であるが，他方，著
者のいうとおり，最低生活水準をわずかに上回るボーダーライン層を最低水準に釘づける
効果をもつ。そしてその意味で，その運用は慎重でなければならないという。そこで「貧
困のわな」から脱却させるために，普遍的な国民保険の給付水準の引き上げが必要である
とするが，これは著者とともに当然の必要事であるといえよう。
もともと，公的扶助は国民保険の一層の完備によりほぼその必要性がなくなるであろう
と考えられていたが，実際には逆に扶助の受給者が3倍にも達した。そして補足給付水準
の1.4 倍末満の階層を貧困層とみれば，ほぼ人口の¼以上が貧困層となる。そこで扶助を
支給するかしないかの一本の線を引いて，貧困を解消しようとする政策はそれ自体有効で
あるとは考えられないとし， 「援助を必要とする事由に応じて普逼的な給付を支給し，そ
うした給付の組合せによってナショナル・ミニマムを確保する」ことが必要としている。
しかも，貧困層への転落は不熟練肉体労働者，障害者，教育水準の低い者，失業者などが
多いことから， 普遍的な給付の実充とともに「ニードの高い特定社会集団に対しては，
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彼らが通常の社会活動に参加できるように，彼らの生活条件を積極的に改善する広い分
野における政策ーいわゆる positivediscriminationー」 (107頁）の強化が必要としてい
る。保健サービスにおいても， 70年代の終りにも，大臣あるいは通達により， positive
discriminationの原則と実践の強調がなされている。この場合， 通常， 普遍主義的政策
のもとに必要な場合，選別主義により補完される。しかし，実際にはミーンズ・テストが
特別という基礎の上に増殖するおそれがある。資源の希少性のために想像されるよりも交
換的手段となる可能性があるわけであり，結局，多くの補完的な制度ができ，それに費用
が必要となればなるほど制限されざるを得なくなるという矛盾がでてくる。そういう意味
で，紙数があれば，もう少し論じてもらいたかったところである。そうすれば，政策のミ
ックスは必要として，単にそれだけではなく年金という根本．をもう一度み直すべきではな
かろうか。もちろん古い型の保険を強調するのではない。
また社会保障が有効であるためには，通常の場合，賃金が一定水準以上確保されていれ
ばよいわけであるが，現実には必ずしもうまくいっていない。それで現実には家族手当，
児童給付，学校給食の無料制度などがあるが，実際にはこうした制限つきの給付が多用
されていることにより，逆に低賃金労働者を容易にそこから脱出できない「貧困のわな」
に陥れかねない。そのため，低賃金の底上げをはか．り，普遍的な児童給付の一層の増額を
はかり．「何らかの形で賃金と社会保障との新しい均衡状態」の回復 (135頁）が必要であ
るとしている。また，失業給付その他についてもきわめて不十分であったことを明らかに
する。ことに失業給付は疾病給付とともに短期給付として長期給付に比して低い水準に推
移しており，その意味で劣等処遇の強化ともいえるものであったとする。そして所得比例
補足を含めて必ずしも十分に失業者の生活保障をしていないが，最近さらに締めつけを強
化しつつある。そしてそれは逆に補足給付をふやしかねない状態になりつつある。そうす
れば失業給付とは何か。国民保険の性格の問題，比例制のあり方などが年金とともに問わ
れねばならない。
ところで，高齢化社会においては，老人扶養の問題は個人的家族的扶養から社会的扶養
の問題へ転化する。老人世帯の孤立化という背景のなかで，老人の多様なニーズは単純な
所得保障だけでなく，様々な方策を必要とするが，中心は公的年金である。イギリスの年
金制度は大きく変貌していったが，その大きな特徴は財源調達のため均一体制からの離
脱とともに， 職域年金の公的年金へのとり入れであった。そうでなくても老人の貧困は
過去の職種または職業経験によって影響される可能性が強いどころへ，ある意味でそれを
強化する要素がとり入れられたこととなる。ことに肉体労働者には不利であった。同様な
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ことは職域年金の受給者間にもみられる。すなわち，一部の恵まれた職域年金の受給者の
みが有利であり，肉体労働者はたとえそれがえられるとしても補足年金基準額に家賃を加
えた水準を上回るかどうか不たしかであった。そういうわけで，職域年金への長期の拠出
にもかかわらず，実質的な改善という面では問題があり「貧困のわな」が依然として存在
していることが示されている（「貧困のわな」は老齢の他，失業，児童，低賃金などのいず
れについてもあり，詳しく論じられている）。「貧困のわな」と制度の関係は重要である。
ところで， 50年代の終り以後の最大の年金の問題は財政の困難と比例制への転換による
均一体制からの離脱（ベヴァリジ体制の動揺）と職域年金をどのように国家年金にとりこ
むかであった。そしてその背後にはには古い平等の観念からの離脱という要素があった。
その変化を明確に示したのが，労働党の1957年の「国民退職年金」と題する白書であり，
ここで比例制への転換を求めた。その結果， 1961年に保守党は労働党の考えを大幅に後退
した形で所得比例年金を部分的に追加し，企業年金について所得比例部分の適用除外を認
めるという形をとった。それは現実には支給される年金水準を高めるのに大きく寄与する
ことなしに財政構造を大きく転換することとなった。そして労働党も1964年に政権につく
と事実上，保守党のものを追認することとなった。ついで1970年の政権交替にともない，
71年の「年金に対する戦略」という白書のもとに， 1973年の社会保障法を成立させたが，
それは国の責任を現行給付水準の維持に固定し，それをこえる部分を私的職域年金にゆだ
ねるものであった（職域年金のない人には予備的な比例年金を用意する）。これは事実上，
1961年以来の比例年金を廃止し，定額年金給付のために保険料拠出を所得比例に改めるこ
とであった。そうすれば代替となるはずの職域年金の将来がバラ色かというと決してそう
いうものではなかった。 1974年に政権にかえり咲いた労働党は第3次の改革案「より良き
年金』という白書で明らかにした方針にしたがって， 1975年に廃止された所得比例部分を
新装開店することとし， （一律定額の基礎年金の上に所得比例給付を行う） 1975年の社会
保障年金法として制定し， 1978年から新所得比例年金の拠出を開始した。それは1969年の
労働党の第二次案『国民退職年金と社会保険」という白書に近いもので，特徴的なことは
高所得に薄く低所得に厚い給付システムになっているが（第1次案から第3次案までの特
徴や角分配の性格の相違については著者により詳しく論じられている）他方で，適用除外
を一層容易にするとともに職域年金に一定の位置づけを与えるものであった。しかし，そ
れは適用除外の拡大（ことに高所得者の適用除外）により，不足する拠出をおぎなうため
の所得再分配の幅をせばめる結果をもたらした。さらに個別契約などの費用面や税制上の
優遇などの問題もあった。そしてこうしたことはこれまでの対立を考えると，両党間の
93 
304 隅西大學「縄清論集」第32巻第3号
「予期せぬ同意は， イギリス福祉法制史の中でも極めて異例のこと」（キンケイド）であ
ったといわれる。そしてこうした形態は「公的年金による最低生活の保障という目標と，
他方でそのことが既存の職域年金制度を崩壊に導かないようにとの配慮との，バランスの
上に成立した。」 (183頁）しかし，それにしても，こうした変化の過程，スライドの問題，
翻成年金の不確実性の問題をみると，年金に関する政策がいかに不確実なものにならざる
を得ないかを見出している。
そうした問題意識は職域年金に対する批判へと展開する。年金については，公的年金で
あろうが私的年金であろうが，原理的に，その時の労働世代が生産しかつその消費を控え
た財とサービスにほかならないものであったとし， そういう意味でも， 「職域年金制度が
なおかつ何らかの利点を持つとすれば，以上のような後代負担のメカニズムを特定グルー
プ内で保持することがそうしない場合よりも有利な場合に限られる」 (185頁）としてい
る。もちろん，著者は職域年金を完全に否定しているのではない。いずれにしてもその論
旨は首尾一貫している。たしかに，他の人びとの不利益により，一部の集団が利得するこ
とがあってはならないのは事実である。そういう意味で福祉国家のなかに小型の福祉国家
を作り，その結果，職域保障のあるところとないところで大きき格差を作るのは好ましく
ない。しかし，国家は基礎部分については出来るだけ平等に保障すべきであるが，その上
に比例部分はある程度あってよい。すべてを平等にということは容易ではないし，能力に
応じた部分，あるいは追加としての職域保障もある程度認めざるを得ない。ある限度内で
そういったものを認めない社会は活力がなくなりまた反面悪平等を生み出すかもしれない
のではないであろうか。
ところで，イギリスの制度をみると，たしかに職域年金制度の役割を期待しすぎたとい
えるかもしれない。そして1975年に労働党により修正されたとはいえ，比例保険料で事実
上均一給付を保障する方向に転じたのである。一般にある程度，そういう方向に向わざる
を得ない傾向にあるといえよう。比例制をとる国たとえば西ドイツでも，最低限保障があ
るという意味でも，比例保険料・準比例給付とみることができよう。イギリスでは均一拠
出・均一給付という平等なものから自由化されて比例制へ転換し， そして比例保険料の
もとで給付の比例制の抑制と職域年金の代替拡充，そして最後に比例給付部分の若千の取
りもどしという方向をたどった。それゆえにこそ． 「ふりかえってみれば比例給付という
ものは比例拠出という献立を食べやすくするための薬にすぎなかった」（メイナード）と
いわれた。しかし， ドイツなど比例制が依然として行われているのをみると．イギリスの
傾向は再分配を容易にするという利点はあるるにしても，決して成功とはいえないのでは
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なかろうか（著者も成功とはいっていないが）。国民保険（ことに年金）以外の給付が1960
年代の半ば以後，多く出て来たことをイギリスの以後の時代の特徴とすることは，それ自
体は意味があるとしても（現実にそうなっている），ある面では年金がうまくいかなかっ
たことから出て来たといえよう。その独特の再分配はやむを得ざる結果としてもそうせざ
るを得なかったといえる。そして抑圧された年金の補足を補足給付が行ったのである。こ
うしたことは救貧法の古い伝統のない国ではなかったし，比例制の西ドイツなどではそれ
ほど生じていない。それにはイギリスの経済政策や社会政策などの構造的な面の影響がな
かったであろうか。そして20世紀初期の失業保険の早期の拡充の失敗が失業保険の大失敗
を招いたと同様に，比例制への転換のおくれが一面ではこういう結果を招いたものとみら
れる。さらに国民扶助の問題経済運営の問題がからんでいないであろうか。
最後に扱われるのは「国民保健サービスの展開と計画化」である。本来著者の最も造詣
の深いところであり，また日本ではこの分野の全体像を確実に理解している数少ない研究
者の一人であるので，出来ればもっと紙数をさいてもらいたかったが，やむをえないとこ
ろであろう。
1946年の国民保健サービス法は非常な好意をもって国民にむかえられた。それは国民全
部に無料の医療や予防・リハビリテーションを与えることとし，病院の国有化などを通じ
て供給側の社会化などの条件も一応はととのえられた。 しかし， その機構はともかくも
出発せしめるための妥協の産物であった。三本柱の構造（家庭医，病院，自治体の保健サ
ービス）の上になり立ち相互に連携がないばかりか，病院の施設は老朽化し，また病院サ
ービスの経常支出の分布は地域により大きく異なっていた。もちろん，病院の地理的偏在
はいくらか是正され，旧篤志病院で無料で働いていた専門医の俸給化は専門医の移動を容
易にする等，見るべき成果をもたらしたが，専門医と一般開業医はcareerlineが異なる
ものとされ，開業医が収入的に不満であり，その人頭割支払い方式にも問題があった。国
民保健サービスは計画的というには程遠い状態であった。
もともと，ブラウンの指摘によると，当時の政策の根底には二つの基本的な考え方が存
在していた。それは一応国営医療事業であったが，臨床医にしろ，末端の各管理機関にし
ろ，その仕事を中央で管理するというような考え方はなく，中央でなすことはただ財源を
供給するだけでよいということ，そして第2は国民保健サービスが行われれば，医師に容
易にかかりえなかった層の「病気のプール」が漸次拭いとられ，国民保健~サービスの費用
は漸減すると考えられていた。それは当時の「医療の社会化」の考え方をあらわしている
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ものであった。そうしたなかで，一方で費用の高騰と家庭医の報酬体系等の是正，専門医
との格差の縮小とともに，プライマリ・ヘルス・ケアの促進，コミュニティ・アケの考え
方の促進を通じ， cureから careへの移行が生じてきた。そしてそうした過程において
人口の老齢化ともかさなってさまざまな供給体制の矛盾があらわれてきた。病院の老朽化
や利用方法や医療の地域間格差だけではなく，病院サービス，家庭医サービス，地域保健
活動等の連携のなさや部門間格差の問題も生じていた。 1957年にはすでに分立機構の問題
はパーシー・レボート（精神病者・精神障害者に関する王立委員会）が指摘していたが，
根本的に機構を改革して単一機関で運営すべきだとの見解は1962年のボリット委員会報告
＝医療サービスの検討においてなされた。その後，機構改革については労働党が1968年に
改革案第1次グリーン・ペーパーを， 1970年に組織改革に関する具体的な第2次グリーン
・ペーパーを，保守党政府は1971年に諮問文書を，翌72年には白書を発表，保守党はこれ
を基礎に1973年に国民保健サービス再組織法を制定した。そして1974年に労働党は地域保
健協議会の権限の強化やその管理と代議制の明確な区分をある程度緩和することを目的と
した「国民保健サービスのデモクラシー」を発表して部分的修正の上，実施した。
1974年に実施された新組織機構は地域保健当局と呼ばれる単一の機関が，これまでバラ
バラであった保健サービスを統一的に運営することを可能にするものであった。この地域
保健当局は1974年に同じく実施された地方自治体の区画整理にあわせて，社会福祉サービ
スの提供にあたる各自治体と連携しやすいように工夫されたのである。イングランドには
90の地域保健当局があるが，その上に14の地方保健当局が設置された。そしてその当局は
担当大臣の監督のもとで，それぞれの地方全般に関する地域保健当局の監督指導にあたっ
ている。また地域保健当局のうち比較的規模の大きいものはさらに幾つかの地区に分けら
れ，各地区の運営は地区管理チームにゆだねられており，地域保健当局の職制に相当する
職制ができている。そして地区段階では全員の合意によって運営され，同時に現場におい
て，・専門医，行政担当者，一般医，公衆衛生サービス医など専門を異にする医療従事者の
協力体制とサービス運営の参加体制がとられたのである。要するに中央の管理志向のもと
で中間的な地域による管理が行われ，その意味で労働党の当初のグリーン・ペーパーが求
めた地方自治体による管理運営が行われたわけではなかった。しかし，部分的に地方自治
体あるいは住民の声が反映されるような地域保健協議会が作られた。ただ，家庭医につい
てはかつての執行委員会と同様な機能を有する家庭医委員会が別途に設けられ，これまで
同様，家庭医は契約内容について直接国と交渉する権利を有することとなった。もっと
も，家庭医委員会は地域保健当局の下部機関として位置づけられ，サービス全般にわたる
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管理運営に一般医も参加する形をとっているが，家庭医サービスは完全には統合されなか
った。こうしたことが，全体としてプライマリ・ケアの充実，ヘルス・センターでの家庭
医の協力などと結びついていった。
もっとも，こうした新機構をうまく機能させるために計画のシステムの導入が不可欠で
あり，そのために保健社会保障省は予算の編成の指針を示し，全国的な規模での戦略的な・
計画をたてていったが， しかし，予算にも限界があるので，優先性あるものが地域の実情
に応じてなさなければならない。そのため1976年に最初の予算編成指針「イングランドに
おける保健および対人社会サービスの優先順位」と題する諮問文書が発表された。それは
サービス部門間の資源の適正配分を試みるものであり，画期的なものであった。著者は国
民保健サービスの発展と計画化の過程をきわめて要領よくまとめあげるとともに今後の日
本の医療に多くの示唆を与えているとする。たしかに，そのやり方は計画的であり，一歩
一歩障害を克服し着実に進んでいる印象を受ける。 もちろん，反面まだ， 現在の機構で
も，管理や諮問の仕事が複雑すぎ，意思決定機構が十分に働かない欠陥などがあることが
示され，その改善の動きのあることも示されている。そして「ニードに合った適正な資源
配分が達成されるにはまだまだ長い年月が必要であろう。しかし同時に国民保健サービス
の発足とその後の発展の過程が示しているように，徐々にではあるが国民保健サービスが
今後もその方向を歩み続けるであろうこともまた確かであろう。」 (215頁）と結ばれてい
る。事実，再組織後の大きな問題であるマンパワー計画についても， 1979年には王立委員
会報告（メリソン報告）が出され着々と努力されているし，その後の国民保健サービス解
体論もいつしか無視されたのである。なお， 1979年の王立委員会報告の検討後，同年，政
府は，イングランドにおける地域保健当局の廃止と，地区管理組織を地区保健当局に変化
させることを中心課題として提案した諮問文害『患者第一」を提出した。この文書は1981
年中検討され，修正の上，新構造が政府により承認された。新国民保健サービス構造は従
来の90の地域保健当局のかわりに， 193の地区保健当局を作ることであり， 1982年に実施
された。なお，私的診療の地位と私的健康保険についても述べられているが，ここでは省
略した。
現在，世界各国は医療費の高騰に悩まされている。イギリスもその例外ではありえなか
った。もっとも，そのわりにイギリスの医療費はサービス体制と計画化によりいくらかお
さえられた。国民の健康状態が改善されたことも事実であった。しかし，死亡率や疾病率
の減少という面から国際比較すると必ずしも十分ではなか・った（オランダ， スウェーデ
ン）。もちろん， それは医療サービスに関すると同じくらい経済的・社会的要因に関連し
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ている。 1970年代の死亡率に関する経験は上流階級と下層階級の間の大きなギャップがあ
ったが，この不平等は所得に関してであり，役立てうる保健サービスと殆ど関係がなかっ
たという。むしろ食事における相違から来たものという。この点は著者は詳しくは論じて
いないが，やはりよくいわれる「貧困のわな」との関連において捉えることができないで
あろうか。また長期の病気についても末熟練労働者は熟練労働者よりも数倍高かった。この
ことも一面貧困の問題がからんでいよう。また地域によっても相違があり，これが「ケア
の逆比例法則」 (inversecare law・・・保健サービスの質はそれに対するニードと逆比例）
の布告を生み出した。そして地域的不平等に関する関心は「歴史によって制度にうえつけ
られた惰性」を克服するのに資源配分専門委員会を生んだのである。もう一つの問題は病
院建設である。著者のいうように，たしかに病院の有効利用という面で病床規制は役立っ
たといえよう。そして入院待期リストにもかかわらず，その有効性が認められたとしてい
る。それにもかかわらず，他国よりもそれほど良いとはいえないところに問題があるとい
える。病院建設には長期を要し，スペインで18カ月で作られたものと同等の病院がイギリ
スでは10年程度要するといわれる。そこに他国では考えられない他の問題がひそんではい
ないであろうか。経済の問題といえば，医療関係職が充実したことは良いとしてその数が
多きにすぎ，生産に従事する人の削減すらもたらしているといわれる。医療は消費部門と
考えたとき，それは生産部門とどのような関係をたもつべきであろうか。こうしたことは
イギリス社会の停滞に相互に影響していないであろうか。
(4) 
「イギリス社会保障論」はきわめて有益な著書である。ただ，社会保障論という上から
また紙数の関係から限定されることは十分承知しているが，ソーシャル・サービスが多方
面にわたって発展してナショナル・ミニマム水準を確立するという本来の目的から定義す
ることが不可能になりつつあること，著者によって幾らか示唆されている福祉国家の限界
（その一つの視点が財政負担の限界と関連している）と同時に社会サービスの中央集権化
. . . . . . . . . 
の問題とそれにかかわる住民参加への途ーすなわち福祉国家から福祉社会への途，クロス
ランドが述べている社会的平等の問題，そして当初のベヴァリジ体制当時の平等への傾斜
傾向がある程度「自由の要素」の媒介によって修正されようとしているなどの背景におけ
る比例型社会保障と職域年金の問題（日本における一面的な日本型福祉社会の考え方を認
めるものではないが，国家だけで対処しえない場合，私的保障などをどのように位置ずけ
るかも含めて）， さらにそれらの相互関係などいくらかでも論じてもらえればなお，よか
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ったと思う。それにしても，これほどイギリス社会保障とその問題を関連する社会政策問
題を含めて現代的視点のもとに明確に浮き彫りにし，実証的にも明らかにしたものは他に
なく，イギリス社会保障論の研究を前進せしめた功績はきわめて大きく，私自身も大いに
得るところがあった。私の読みちがいや誤解により，間違いがあれば御容赦願いたい。ま
た，著者の今後に大いに期待したい。
（光生館， 1982年4月刊， 225頁十vi+6頁， 2,000円）
